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母体が資産税に特化した会計事務所です。 

 

代表の公認会計士・鹿谷哲也が全てのソフトを企画、開発指導しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇収支・相続を始め、不動産経営と資産税に特化した会計事務所としてのノウハウを駆使して作っております。 

 

◇28年以上バージョンアップを繰り返しております。 

 

◇税制改正にはいち早く対応しております。 

 

◇数千社に及ぶ全国の不動産会社、建設会社、大半の大手ハウスメーカーにご愛用いただいております。 

（カスタマイズ実績も多数あります） 

 

◇入力方法が分からなければ電話、メール等で質問いただければ、実務に詳しい担当者が即答いたしますので、 

安心してご利用いただけます。

 

不動産経営のための６種類の事業収支・相続のソフト 

当社のソフトの特徴 

実際の運用では、この点が最も重要だと考えております 

不動産、資産税に関する著書多数 

アパート収支計算システム 
アパート経営プランナー 

ビル・マンション収支計算システム 
ビル経営プランナー 

事業用不動産投資シミュレーション・システム 
投資プランナー 

 

相続トータル提案書作成システム 
相続プランナー 

 

最適土地活用方法検討システム 
土地活用プランナー 

 

建物名義検討システム 
建物名義プランナー 
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物件一覧 

物件台帳 

 登録した物件は次のような 

様々な観点から並べ替える 

ことができます。 

  ・物件種類順 

  ・物件番号順 

  ・価格順（安い順） 

  ・利回り順（高い順） 

  ・築年月順（新しい順） 

  ・登録順 

 この物件台帳に登録したデータは

事業収支計画書の作成に当たって

初期値として取り込まれます。 

 ○のついている物件は土地代金と建物代金

の内訳が分かるものです。 

このシステムでは内訳が分からない物件で

も収支を計算することができます。 

ただし、内訳が分からなければ減価償却費

を計算できませんので、不動産所得の計算

はできません。 

 区分所有マンションの場合はこの箇所に

管理費と修繕積立金が表示されます。 

この｢投資プランナー｣では、物件の登録からスタートします。

なお、登録件数に制限は設けておりません。 
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表  紙 

 
お客様名を表示しない

こともできます。 

 
各自で自由にタイトル

を入力できます。 

 
表紙のデザインについては 4種類のうち、 

いずれかを選択できます。 

 
表紙に会社のロゴを表示

することができます。 

0000     
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経営計画書 

これらの経費については様々な入力方法から選択できますし、 

項目名を変更することもできます。 

例えば、｢その他の経費」は次の５つの方法から選択できます。 

  １．賃料収入（満室時）に一定の割合を掛ける。 

  ２．賃料収入（空室控除後）に一定の割合を掛ける。 

  ３．更新料収入に対する割合で計算する。 

  ４．実額を計算の上、入力する。 

  ５．データを直接手入力する(40 年間の入力欄が表示される)。 

 

繰延資産等の内容説明 

 この｢投資プランナー｣では、ここに表示されて

いる繰延資産と創業経費については全て自動計

算されますので、入力はいたって簡単です。 

 お客様にとって分かりやすい表現を入力して下さい。

「物件別収支比較表（16ページ）」を作成するときの 

初期値になります。 

 大規模修繕を計上しない場合には表示されません。 
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経営診断書(資金収支方式) 

初年度の収支予想および投資分析(資金収支方式) 

この｢初年度の収支予想および投資分析｣は文字どおり、1 年目の収支予想と、

その数値を基にして計算した投資分析のことです。 

ただし、投資分析指標の中の借入金完済年度と投資額回収年度は資金収支累計

額を計算に利用しています。つまり１年目だけの収支データでは計算できない

ということです。 

ところで１年目の収支予想ですが、収入については敷金とか礼金等の臨時収入

は除いております。臨時的な収入を含めて計算すると不適切な分析指標になっ

てしまうからです。 

また、この「投資プランナー｣では 1 年目の稼動月数を任意に設定できるよう

になっておりますが、この初年度の収支予想はあくまで 1年間の数値になって

おりますので、ご注意下さい。 

 

この｢経営診断書｣は計画しているプランの経営安全性を診断するためのものです。

もし診断結果が良くない場合には自己資金の投入額を増やすとか、借入金の返済 

期間を長くする等の対策が必要となります。 

診断結果が悪いまま実行することは厳に慎むべきです。 

ただし、他にたくさんの収入があり、資産を拡大したいというケースでは適宜判 

断するようにして下さい。 

これらの文章は各自で修正することも

できます。物件の所在地や時期によって

適正利回りは異なるからです。 

 「D(破綻)」のケースを除外

した投資判定表も別途作成す

ることができます。 

なお、コメント等の文章も適

宜修正可能です。 
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資金収支計画書(要約)(資金収支方式) 

資金収支計画書(要約)(手元残金方式) 
 

このシステムでは｢資金収支計画書｣（要約表、合計表等も含まれる）について、

「資金収支方式」、「手元残金方式」のいずれかの表示方法から選択できます。 

 

・「資金収支方式」・・・収入合計から支出合計を差し引いた額を資金収支とする

方式のことです。一般の人には非常に分かりやすい表示方

式です。 

 

・「手元残金方式」・・・収入合計から経常経費を差し引いた額を純収益とし、そ

の純収益の額から借入金返済額（元利合計）を差し引いた額

を資金収支とする方式のことです。投資分析をする場合に

便利な表示方式だと言えます。 

※次ページ以降の帳票は全て「資金収支方式」を採用した場合のものです。 

この｢資金収支計画書（要約）｣は資金収支計画

書（7ページ参照）を要約したものです。 

1年目以外は5年毎の数値だけを1枚の帳票に

表示しておりますので、長期間（最長 40 年）

の推移を大局的に把握することができます。 

また、グラフも併せて表示しておりますので、

よりビジュアルに資金収支（手元残金）の推移

が分かると思います。 

 所得税等を計算するケースです。

「税金を計算しない」を選択した 

場合には表示されません。 
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資金収支計画書 

 
ここで所得税等を計算･表示しております。 

所得税等を無視するケースでは、ここの欄 

が無くなります。 

事業収支計画書 

この｢投資プランナー｣では不動産所得に係る所得税･住民税（法人の場合は法人税･

法人住民税）を計算するか否かを選択できます。また所得税等を計算する場合でも、

その計算方法について次の 3種類から選択できます（ただし、個人の場合のみ）。 

所得税等の３つの計算方法 

     ①通常の税率を適用する方法 

     ②一定額を超えれば同じ額とする方法 

     ③一定の税率を適用する方法 

それぞれのメリット･デメリットについてはソフトの入力欄の｢ＨＥＬＰ｣に詳しく

書いておりますが、それを読めば通常の税率を適用して計算する方法が必ずしも実

情に合っていないということがお分かりいただけると思います。 

当社のソフトのユーザーの方には公認会計士とか税理士等の専門家の方もいらっし

ゃいますが、もともと彼らが言い出したのです。「税率なんか 20％ぐらいで良いで

すよ！」･･･ごもっともです。税務の実務を知りつくしていると、こういう意見にな

るのです。ただし、ユーザーの方には様々な立場の方がいらっしゃいますので、こ

のように選択肢を設けております。  

  

｢資金収支計画書｣とは資金（お金、キャッシュ）の流れを収入と支出に分けて忠実に

表現した帳票のことです。一般の人には分かりやすいのではないでしょうか？ 

一方、下記の「事業収支計画書」は「損益計算」からスタートして、その結果を受け

て最終的に資金収支（手元残金）を計算する流れになっております。 

つまり｢不動産所得の計算｣→「所得税･住民税の計算」→「税引き後利益の計算」―→

「資金収支（手元残金）の計算」といった流れになっているわけです。 

したがって、どちらかといえばプロ向けの帳票と言えるかも知れません。 

しかしながら不動産経営を始めますと、どなたでも確定申告しなければなりませんの

で、この｢事業収支計画書｣の仕組みはできるだけ理解するようにして下さい。 

この仕組みについてあまり詳しくない方のために次ページに解説書（「1年目の事業収

支および解説」）を用意しておりますので、ご参考にして下さい。 

 

 これらの文章は各自で修正でき

ます。なお代表的な説明文はマス

ターに登録しておりますが、それ

らを修正することもできます。 

 所得税等を計算するケースです。 
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資金収支計画書（不動産所得を計算･表示したもの） 

この「資金収支計画書」には下欄に不動産所得が表示されて

おります。７ページの帳票と比べてみて下さい。 

このように不動産所得まで表示すると、どうしてもうっとう

しい感じがしますが、所得税とか住民税は計算しないで、不

動産所得だけを参考のためにお客様にご提示するというスタ

ンスの会社には有用ではないでしょうか？ 

1年目の事業収支および解説 

この「1年目の事業収支および解説」は所得税等の計算の仕組みについて、

あまり詳しくない方のために用意したものです。営業マンのアンチョコと

して、また、お客様に対する説明資料としてご利用下さい。 

なお、とにかく面倒なことはキライな方は「資金収支計画書」（6、7ページ）

のみを提出して下さい。 

よく分かっていない方がよくわかっていないお客様に説明していると、決

まるものも決まらなくなってしまいます(笑)。注意したいものです。 

なお、「資金収支計画書」と「事業収支計画書」の両方を提出することは控

えるべきでしょう。トンチンカンになること請け合いです。 
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借入金の完済時点予測グラフ 

この「項目別収支合計表」とは収入、支出の各項目毎に合計額が

いくらになるかを一覧表示したものです。 

項目毎に対収入割合とか経費の構成割合が計算･表示されており

ますので、トータルとしての事業性の良し悪しが分かります。 

 

この「借入金の完済時点予測グラフ」は手取収入の額（資金収支）を

使わないで貯金していた場合、借入金を何年で返せるかを分かりやす

くグラフ表示したものです。 

現在はサラリーマンの給料で生活費はどうにかなっているが、退職後

の公的年金だけでは心配な方が、不動産の購入資金を何年で返せるか

を知りたいときに有用な情報となります。 

なお、6ページの｢資金収支計画書（要約）｣でも借入金の完済時点は

知ることができます。 

したがって、いずれかを取捨選択して下さい。 

 

項目別収支合計表 
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借入金返済スケジュール 

取得から売却までのトータル･キャッシュフロー分析 

不動産投資というものはどうしても規模が大きくなりますので、失敗しますと家計ないし

事業経営に多大な悪影響を及ぼします。 

そこで投資する前に様々なリスクを想定してシミュレーションしておかなければなりま

せん。逆にシミュレーションした結果、リスクが許容範囲であるならば勇気を持って大胆

に実行に移すことも必要になってきます。 

この「投資プランナー」では取得から売却までのすべてのキャッシュフローを考慮に入れ

て計算できますので、お客様から特にご要望がなくても積極的にシミュレーションしてあ

げて下さい。 

入力は原則として売却価格を算定するための｢予想表面利回り｣だけです。 

実際に転売しない場合でも投資判断として必要な手続きだと考えております。 

要するに｢出口戦略｣を想定した上で「入口戦略」を考える必要があるということです。 

大規模修繕費に係る借入金の返済スケジュールです。 

このサンプル事例では 1 回目と 2 回目の修繕費は修繕

積立金を充当するようになっていますので借入金があ

りません。 



11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＤＣＦ法による価格算定書 

ＮＰＶ(正味現在価値)法による不動産投資分析 

この「ＮＰＶ（正味現在価値）法」もＤＣＦ法と同じく収益還元法に

属するものです。ＤＣＦ法が当該物件の適正価格を直接求める方法

であるのに対し、このＮＰＶ法は将来得られるであろうキャッシュ

フローの現在価値の額から当該物件の価格を差し引いた額（正味現

在価値）により投資の適正性を判断しようとするものです。 

いずれの場合も時間価値を考慮に入れている点で｢資金収支計画書｣

とか「トータル･キャッシュフロー分析」とは異なります。 

ただし、収益還元法については日本では今まであまり馴染みがなか

ったことから本当の意味で理解するにはもう少し時間がかかるかも

知れません。 

「ＤＣＦ法」とは要するに将来のキャッシュフローから逆算して現在の物件の適正価格を

算定しようとする方法です。つまり、あくまで適正価格を算定しようとするものですから、

その物件を購入するための資金計画は全く関係ありません。 

例えばＡという人とＢという人の２人が当該物件を購入しようと考えている場合、Ａ氏と

Ｂ氏の台所事情は全く違うと思いますが、この物件自体の適正価格は同じハズなのです。 

このようなことから、純収益の額までしか計算しません。純収益というのは家賃等の収入金

額から、固定資産税、共益費、管理手数料、建物修繕費等の経常経費を差し引いた額ですが、

ここにはどこにも借入金の返済額とか支払利息といった言葉は登場しません。 

純粋に物件自体の価値を算定しようとしているわけですから当然なのです。 

なお、このサンプルでは15年後の転売予想価格を現在の価格に対する変動率（10％下落）

で計算しておりますが、10 ページの「トータル・キャッシュフロー分析」と同じく、投資

利回りで逆算して求めることもできます。 
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相続税の節税効果 

相続税対策としての効果 

アパート等の収益物件に投資する目的には大きく分けてインカムゲイン

（収入アップ）、キャピタルゲイン（転売益）、相続税の節税の３つがあり

ます（不動産王になるといった目的も人によってはあるのでしょうが、少

数派だと思いますので、ここでは省略します）。 

インカムゲインは文字通り毎年の収入アップを目的とするものであり、き

わめてノーマルな目的です。次にキャピタルゲインですが、プロの業者は

ほとんどがこれを目的に商売をしています。 

そして３番目が相続税の節税です。この「投資プランナー」では賃貸物件

の購入によりどれほどの節税効果があるかを、その仕組みと共に具体的な

金額で計算できますので、そのようなお客様がいらっしゃる場合には積極

的にご活用下さい。 
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相続評価額の推移 

相続税額の推移 

この「投資プランナー」では賃貸物件を購入した時点の節税効果

だけでなく、その後の推移も計算できます。適宜ご活用下さい。 
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簡便－収益価格を計算する 

簡便－投資利回りを計算する 

この「投資プランナー」では以上ご説明してきたような詳細な収支

だけでなく、きわめて簡単なデータ入力で様々なシミュレーション

が可能です。一見単純そうに見えてもエクセルでは計算できません。

数千回の計算を繰り返して近似値を求めるようになっているので

す。勉強のためにも是非トライしてみて下さい。 
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簡便－投資規模別収支比較表 

この「投資規模別収支比較表」は自己資金が一定の場合に、

投資規模を大きくしたほうが手取収入が多くなるのか、ある

いは逆に投資規模を小さくしたほうが手取収入が多くなるの

かについてシミュレーションするものです。 

条件を変えて何度もシミュレーションしてみて下さい。必ず

や何らかの発見があるハズです。 
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物件別収支比較表 

物件別収支比較表 

この「投資プランナー」では左のような「物件別収支比較表」を作成することができます。

プラン内容以外は登録済みのデータから比較するデータを選択するだけで作成できます。 

このように重要項目だけを比較することによって、それぞれのプラン内容の特徴が明確に浮

かび上がってきます。是非お試し下さい。必ず何か発見があるハズです。 

 ３つのプランを 

比較するケース 

分析指標･グラフが表示されていないもの 

分析指標の説明があまり得意でない方のために、それら

を省略した帳票も印刷することができます。 

 
２つのプランを 

比較するケース 


